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株 主 各 位
大阪府茨木市彩都あさぎ七丁目７番15号

代表取締役社長 三 好  稔 美

第10期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

さて、当社第10期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知
申し上げます。

本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提
供措置事項）について電子提供措置をとっており、インターネット上の当社ウェ
ブサイトに掲載しておりますので、以下のウェブサイトにアクセスのうえ、ご確
認くださいますようお願い申しあげます。

当社ウェブサイト
https://www.funpep.co.jp

（上記ウェブサイトにアクセスいただき、メニューより「ＩＲ情報」「ＩＲライブラリ
ー」「株主総会」を順に選択いただき、ご確認ください。）

また、電子提供措置事項は、当社ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東
証）のウェブサイトにも掲載しておりますので、以下よりご確認ください。

東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「ファンペッ
プ」又は「コード」に当社証券コード「４８８１」を入力・検索し、「基本情報」「縦
覧書類/PR情報」を順に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知/株主総会資
料」欄よりご確認ください。）

なお、当日のご出席されない場合は、インターネット又は書面（郵送）によって議決権
を行使することができますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、2023年
３月28日（火曜日）午後６時までに議決権を行使してくださいますようお願い申し上げま
す。

敬　具
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１．日 時 2023年３月29日（水曜日）午前10時（受付開始は午前９時30分）
２．場 所 大阪府豊中市新千里東町１－４－２

千里ライフサイエンスセンター　５階　サイエンスホール
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １. 第10期（2022年１月１日から2022年12月31日ま

で）事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査
役会の連結計算書類監査結果報告の件

２. 第10期（2022年１月１日から2022年12月31日ま
で）事業報告及び計算書類報告の件

決 議 事 項
議 案 資本準備金の額の減少及び剰余金の処分の件

 

記

４．招集にあたっての決定事項（議決権行使についてのご案内）
（1）書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議

案に対する賛否の表示がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取
り扱いいたします。

（2）インターネットにより複数回、議決権を行使された場合は、最後に行われ
た議決権行使を有効なものとしてお取り扱いいたします。

（3）インターネットと書面（郵送）により重複して議決権を行使された場合
は、到着日時を問わず、インターネットによる議決権行使を有効なものと
してお取り扱いいたします。

以　上

◎ 当日は株主総会にご出席の株主様へのお土産のご用意はございません。何卒ご理解賜り
ますようお願い申し上げます。

◎ 当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ
うお願い申しあげます。

◎ 電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の当社ウェブサイト及
び東証ウェブサイトにおいて、その旨、修正前及び修正後の事項を掲載いたします。
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議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆さまの大切な権利です。
後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してく
ださいますようお願い申し上げます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

インターネットで
議決権を行使される場合

同封の議決権行使書用紙を
会場受付にご提出くださ
い。

同封の議決権行使書用紙に
議案に対する賛否をご表示
のうえ、ご返送ください。

次ページの案内に従って、
議案の賛否をご入力くださ
い。

日　時 行使期限 行使期限

2023年３月29日（水曜日）
午前10時（受付開始:午前９時30分）

2023年３月28日（火曜日）
午後６時到着分まで

2023年３月28日（火曜日）
午後６時入力完了分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入ください。

議案

◦ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 反対する場合 「否」の欄に〇印

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※議決権行使書用紙はイメージです。

見 本

書面（郵送）及びインターネットの両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行
使を有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。また、インターネットにより複数回、議決権行使
をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。
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行使
期限

2023年３月28日（火曜日）
午後６時入力完了分まで

インターネットによる議決権行
使のご案内

　

QRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード及びパスワードを入力することなく
議決権行使ウェブサイトにログインすることができます。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2
「スマート行使」での議決権行使は１回に限り
可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の
「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、
再度議決権行使をお願いいたします。
※‌�QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイト
へ遷移できます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み
取ってください。

1 議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

見 本
見 本

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

※議決権行使書用紙はイメージです。
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議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使
ウェブサイト https://www.web54.net

パソコンやスマートフォン、携帯電話のインターネットのご利用環境等によっては、議決権行使ウェブ
サイトがご利用できない場合があります。

インターネットによる議決権行使のご案内

以降は画面の案内に従って賛否をご入力
ください。

4

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。
3

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。
2 「議決権行使コード」

を入力

「ログイン」を
クリック

「パスワード」
を入力
実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

※操作画面はイメージです。

議決権行使ウェブサイトにアクセスして
ください。

1

「次へすすむ」を
クリック

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル
電話番号：0120－652－031（フリーダイヤル）

（受付時間　9：00～21：00）

インターネットによる議決権行使に関するお問い合せ
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(2022年 1 月 1 日から
2022年12月31日まで)

（提供書面）

事　 業　 報　 告

１．企業集団の現況
（1）当連結会計年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果
医薬品業界では新薬の研究開発の難易度が上昇しており、製薬会社

は、従来の主役であった低分子医薬に加え、抗体医薬品、遺伝子医薬
品、細胞医薬品・再生医療等の新しいタイプの創薬シーズ・モダリティ
（創薬技術）を創薬系ベンチャー等から導入して研究開発パイプライン
の強化を図っております。

当社グループが取り組んでいる抗体誘導ペプチド等の機能性ペプチド
も新しいタイプの創薬シーズ・モダリティであり、当社グループは、大
学等のシーズをインキュベーションして製薬会社に橋渡しすることで、
医薬品業界における大学発創薬系ベンチャーの役割を果たしていきたい
と考えております。この役割を担うため、当社グループは、大阪大学を
はじめとする大学等の研究機関との間で、共同研究等により連携を図
り、大学の技術シーズを生かした基礎研究を実施しております。更に、
当社グループは、開発品の開発規模（試験規模及び必要資金規模）を踏
まえ、医薬品の研究開発プロセスのうち、基礎研究から、一定段階の臨
床試験や薬事承認までを実施して技術シーズのインキュベーションを行
う方針です。

一方、医薬品の研究開発は期間が長く必要資金も大きいことから、当
社グループは、研究開発段階から製薬会社等との提携体制を構築し、そ
の提携収入等により、研究開発遂行上の財務リスクの低減を図っていく
方針です。医薬品の研究開発段階においては、契約一時金、研究開発協
力金及び開発マイルストーンを受取り、当社グループ開発品が将来上市
に至った場合には、提携製薬会社からのロイヤリティー収入等によって
本格的な利益拡大を実現する計画です。
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このような業界環境及びビジネスモデルのもと、当社グループは、大
阪 大 学 大 学 院 医 学 系 研 究 科 の 研 究 成 果 で あ る 機 能 性 ペ プ チ ド
「AJP001」を強みとして展開する抗体誘導ペプチドプロジェクトと機
能性ペプチド「SR-0379」を中心に研究開発を進めております。

（A）抗体誘導ペプチドプロジェクト
当社グループの創薬活動の強みは、新しいモダリティである抗体誘

導 ペ プ チ ド の 創 薬 プ ラ ッ ト フ ォ ー ム 技 術 「STEP UP（Search 
Technology of EPitope for Unique Peptide vaccine）」を保有し
ていることです。当社グループは、機能性ペプチド「AJP001」を利
用した創薬プラットフォーム技術により、多様な抗体誘導ペプチドを
創生して開発パイプラインの強化を図ってまいります。高額な抗体医
薬品に対して医療費を抑制できる代替医薬品として抗体誘導ペプチド
を開発することにより、先進国で深刻化する医療財政問題の解決や患
者様の経済的負担の軽減に貢献していきたいと考えております。

a）抗体誘導ペプチド「FPP003」（標的タンパク質：IL-17A）
FPP003は、標的タンパク質IL-17Aに対する抗体誘導ペプチド

の開発化合物です。先行する抗IL-17A抗体医薬品は、尋常性乾
癬、強直性脊椎炎、関節症性乾癬及びX線基準を満たさない体軸性
脊椎関節炎等の幅広い薬事承認を取得しており、既に世界市場は
数千億円規模まで拡大しております。

当社グループは、2019年４月からFPP003の尋常性乾癬を対象
疾患とする第Ⅰ/Ⅱa相臨床試験をオーストラリア（注）で進めてお
ります。

また、強直性脊椎炎を対象とする開発については、医師主導治
験として第Ⅰ相臨床試験が進んでおります。

なお、FPP003に関しては、住友ファーマ株式会社との間でオ
プション契約を締結しており、同社は、北米での全疾患に対する
独占的開発・商業化権の取得に関するオプション権を保有してお
ります。
（注）オーストラリアでの臨床試験データは米欧等での承認申請に使用可能であり、

次相以降は米国等での臨床試験を想定しております。
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b）抗体誘導ペプチド「FPP004」（標的タンパク質：IgE）
FPP004は、標的タンパク質IgEに対する抗体誘導ペプチドの開

発化合物です。
先行する抗IgE抗体医薬品は、喘息、慢性蕁麻疹及び花粉症（季

節性アレルギー性鼻炎）の薬事承認を取得しております。当社グ
ループは、日本で患者数が多い花粉症（季節性アレルギー性鼻
炎）を対象として開発しており、現在、前臨床試験の段階にあり
ます。

なお、研究開発パイプラインが拡充される中、当社グループは
前臨床試験等の人的リソースをFPP005等の開発に優先的に投下
し、FPP004については、バックアップ化合物の探索研究を進め
ております。

c）抗体誘導ペプチド「FPP005」（標的タンパク質：IL-23）
FPP005は、標的タンパク質IL-23に対する抗体誘導ペプチドの

開発化合物です。
先行する抗IL-23抗体医薬品は、尋常性乾癬、関節症性乾癬、ク

ローン病及び潰瘍性大腸炎等の幅広い疾患を対象に開発が進んで
おります。

FPP005は、2022年８月に株式会社メディパルホールディング
スから、抗体誘導ペプチドの研究開発支援に関する提携契約に基
づく有望な開発品として、利益分配等の対象開発品に選定されて
おります。

d）抗体誘導ペプチドの研究テーマ
抗体誘導ペプチドの探索研究は、大阪大学大学院医学系研究科

との共同研究により実施しております。
自社研究テーマは、抗体医薬品の代替医薬品として、アレルギ

ー性疾患を対象とする抗体誘導ペプチドの研究を行っておりま
す。更に生活習慣病の高血圧及び抗血栓を対象とする抗体誘導ペ
プチドの研究、2022年４月からは熊本大学との共同研究により脂
質異常症を対象とする抗体誘導ペプチドの研究に取り組んでおり
ます。

また、住友ファーマ株式会社との間で精神神経疾患を対象とす
る抗体誘導ペプチドの研究契約を締結し、製薬会社とのアライア
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ンスのもとでの探索研究にも取り組んでおります。疼痛を対象と
する抗体誘導ペプチドの探索研究については、塩野義製薬株式会
社との共同研究が終了し、今後は本研究成果に基づき当社が単独
で研究開発を進めていくことになりました。現在、開発化合物の
創生に向けた候補化合物の最適化研究を進めております。

さらに、株式会社メドレックスとの間でマイクロニードル技術
を用いた抗体誘導ペプチドの次世代製剤技術開発に関する共同研
究を進めております。

（B）新型コロナペプチドワクチン「FPP006」
FPP006は、新型コロナウイルス（SARS-CoV-2）に対するペプチ

ドワクチンの開発化合物です。
当社グループは、大阪大学大学院医学系研究科との連携のもと、

抗体誘導ペプチドの技術基盤を活用し、新型コロナペプチドワクチ
ンの研究開発を行っております。

既存のワクチンはウイルス全体や標的タンパク質（mRNAワクチ
ン、DNAワクチン、ウイルスベクターワクチン及び組換えタンパク
質等）を抗原として用いて免疫を誘導するのに対し、FPP006は、
ウイルスの変異の報告がないペプチド配列（エピトープ）を選択し
て効率的に免疫を誘導するのが特徴です。この特徴を活かして、高
効率で副反応が少なくウイルスの変異の影響を受けないワクチンに
なることが期待されます。

（C）機能性ペプチド「SR-0379」
SR-0379は、皮膚潰瘍を対象疾患とする開発化合物です。皮膚の

バリア機能が欠損して様々な細菌が創面に付着している皮膚潰瘍の
治療には、細菌、感染のコントロールが重要です。SR-0379は、血
管新生や肉芽形成促進による創傷治癒促進作用に加え、抗菌活性を
併せ持つことが強みです。当社グループは、SR-0379の開発によ
り、高齢化社会を迎え重要性が増している褥瘡等の皮膚潰瘍の早期
回復を促進し、患者様のQOL向上に貢献することを目指しておりま
す。

SR-0379の開発は、複数のアカデミア主導の医師主導治験、更に
企業治験を経て、現在、塩野義製薬株式会社と当社グループの共同
開発により日本での開発を進めております。
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（D）医薬品以外の事業分野
a）機能性ペプチドの販売

医薬品以外の事業分野においては、2018年３月に株式会社ファ
ンケルから「マイルドクレンジングシャンプー」、更に2020年４
月に株式会社SMV JAPANから「携帯アルコール除菌スプレー」
等が発売され、当社グループの機能性ペプチドを含有する商品が
販売されております。

これらの商品販売に関し、当社グループは化粧品原料商社又は
販社に対して機能性ペプチドを販売しております。

b）創傷用洗浄器の共同開発
株式会社サイエンスとの間で、2022年２月から次世代の創傷用

洗浄器の共同開発を進めております。同社のファインバブル技術
を用いた創傷用洗浄器に当社グループの抗菌作用を示す機能性ペ
プチドを組み合わせて用いることにより、洗浄力の高い新規創傷
用洗浄器を開発し、褥瘡等の皮膚潰瘍の治療に貢献することを目
指しております。

c）幹細胞化粧品の共同開発
株式会社ASメディカルサポート及び株式会社N3との間で、

2022年12月に幹細胞化粧品の共同開発契約を締結いたしまし
た。両社の幹細胞上清液の特徴を活かした幹細胞化粧品に当社グ
ループのヒアルロン酸産生増加作用や幹細胞誘導作用をもつ機能
性ペプチドを配合することにより、皮膚再生に有効性の高い新規
機能性成分を配合した化粧品の共同開発を進めてまいります。

d）フェムテック化粧品の共同開発
株式会社サンルイ・インターナッショナルとの間で、2023年２

月にフェムテック化粧品の共同開発契約を締結いたしました。同
社のフェムテック分野の化粧品に当社グループの抗菌作用を持つ
機能性ペプチドを配合した新規化粧品の共同開発を進めてまいり
ます。
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当社は、2022年10月１日付で株式交換を実施し、当社に対して抗体
誘導ペプチドに関する知的財産権を許諾しているアンチエイジングペプ
タイド株式会社を完全子会社化しました。

当社は、アンチエイジングペプタイド株式会社をグループ内に取り込
むことにより、①医薬品分野において抗体誘導ペプチドプロジェクトの
コア技術であるAJP001の知的財産基盤を統合強化し、②化粧品分野に
おいてはアンチエイジング機能をもつOSK9等のショートペプチド群を
取得して機能性ペプチド事業の強化を図ってまいります。

これに関連して、当社はグループ内の事業分野別の役割分担を明確に
するため、化粧品分野等での機能性ペプチドの販売業務等（以下「化粧
品事業等」という）を2022年12月１日付でアンチエイジングペプタイ
ド株式会社に事業譲渡いたしました。当社は、医薬品事業を中心に事業
展開し、アンチエイジングペプタイド株式会社は非医薬品事業の化粧品
事業等に特化して事業拡大を図ってまいります。

以上の事業を進めた結果、当連結会計年度の業績は、事業収益1,067
千円、営業損失1,169,069千円、経常損失1,175,229千円、親会社株主
に帰属する当期純損失1,172,515千円となりました。

なお、当社グループは、当連結会計年度より連結計算書類を作成して
おりますので、前連結会計年度との比較分析は行っておりません。

また、当社グループは医薬品等の研究開発事業の単一セグメントであ
るため、セグメントごとの情報は記載しておりません。

・事業収益
化粧品分野向け等の機能性ペプチド販売額1,067千円を計上いたしま

した。

・事業費用、営業損失、経常損失及び親会社株主に帰属する当期純損失
研究開発費はSR-0379の臨床試験費用及び抗体誘導ペプチド開発費用

等により912,355千円、その他の販売費及び一般管理費は257,781千円
を計上し、事業費用は1,170,136千円となりました。

営業損失は1,169,069千円、経常損失は1,175,229千円、親会社株主
に帰属する当期純損失は1,172,515千円となりました。
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種類 対象疾患 提携大学 提携企業

抗体誘導ペプチド

精神神経疾患

大阪大学大学院医学系研究科
（抗体誘導ペプチドに関する共同研究）

熊本大学
（脂質異常症に関する共同研究）

住友ファーマ㈱
（精神神経疾患に関する研究契約）

㈱メディパルホールディングス
（研究開発支援）

疼痛
高血圧
アレルギー性疾患
抗血栓
脂質異常症
その他

（研究開発パイプライン）
当社グループの研究開発パイプラインのうち、進行中の医薬品プロジ

ェクトは以下のとおりであります。
※ 「2022年12月期決算短信」にて公表いたしました2023年２月14日時点の情報を記載し

ております。

＜開発品＞

種類 開発品 対象疾患 事業化
想定地域

臨床試験
実施地域

探索
研究

前臨床
試験

臨床試験
導出先等

第Ⅰ相 第Ⅱ相 第Ⅲ相

機能性
ペプチド SR-0379 皮膚潰瘍 全世界 日本 第Ⅲ相臨床試験 塩野義製薬㈱

（全世界のライセンス契約）

抗体誘導
ペプチド

FPP003
（標的：IL-17A）

乾癬
全世界

豪州 第Ⅰ/Ⅱa相臨床試験
住友ファーマ㈱

（北米のオプション契約）
強直性脊椎炎（注）１ 日本 医師主導治験 第Ⅰ相

FPP004
（標的：IgE）

花粉症
（�季節性アレルギー

性鼻炎）
全世界 － 前臨床試験 未定

FPP005
（標的：IL-23）乾癬（注）２ 全世界 － 前臨床試験 未定

新型コロナ
ペプチド
ワクチン

FPP006
新型コロナウイルス
感染症（COVID-19）

（注）３
全世界 － 前臨床試験 未定

（注）１. 大阪大学大学院医学系研究科が採択された国立研究開発法人日本医療研究開発機
構（AMED）の令和３年度「難治性疾患実用化研究事業（２次公募）／希少難治
性疾患に対する画期的な医薬品の実用化に関する研究分野」として脊椎関節炎を
対象とする開発が行われています。

２. 国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）「研究開発型
ベンチャー支援事業／橋渡し研究開発促進による事業化支援」の支援の成果に基
づき、開発を進めています。

３. 大阪大学大学院医学系研究科が採択された国立研究開発法人日本医療研究開発機
構（AMED）の令和３年度「橋渡し研究プログラム（シーズＢ）／感染症・関連
疾患」（２次公募）として開発が行われています。

＜研究テーマ＞
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② 設備投資の状況
当連結会計年度において実施しました当社グループの設備投資の総額

は13,208千円であり、これは主に研究用分析機器の取得6,695千円及び
東京オフィスの移転に伴う設備投資6,283千円によるものであります。

③ 資金調達の状況
当連結会計年度中に、当社グループの所要資金として、新株予約権の

行使により247,358千円の調達を行いました。

④ 事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況
当社は、2022年12月１日を効力発生日として、化粧品事業等を連結

子会社であるアンチエイジングペプタイド株式会社に事業譲渡いたしま
した。

⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況
該当事項はありません。

⑥ 吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の
承継の状況
該当事項はありません。

⑦ 他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の
状況
当社は、2022年10月１日を効力発生日として、アンチエイジングペ

プタイド株式会社と株式交換を行い、同社を当社の完全子会社といたし
ました。
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区 分 第 ７ 期
(2019年12月期)

第 ８ 期
(2020年12月期)

第 ９ 期
(2021年12月期)

第 10 期
(当連結会計年度)
(2022年12月期)

事 業 収 益 (千円) － － － 1,067

経 常 損 失（△） (千円) － － － △1,175,229
親会社株主に帰属する
当期純損失（△） (千円) － － － △1,172,515

１ 株 当 た り
当期純損失（△） (円) － － － △61.04

総 資 産 (千円) － － － 2,992,694

純 資 産 (千円) － － － 2,694,585

１株当たり純資産 (円) － － － 125.79

区 分 第 ７ 期
(2019年12月期)

第 ８ 期
(2020年12月期)

第 ９ 期
(2021年12月期)

第 10 期
(当事業年度)

(2022年12月期)
事 業 収 益 (千円) 301,417 2,970 126,869 1,067

経 常 損 失（△） (千円) △232,293 △505,080 △679,654 △1,158,000

当期純損失（△） (千円) △235,183 △507,930 △682,265 △1,150,617
１ 株 当 た り
当期純損失（△） (円) △20.25 △40.37 △39.58 △59.90

総 資 産 (千円) 1,016,683 3,720,623 3,364,713 2,891,945

純 資 産 (千円) 930,723 3,568,534 3,176,039 2,716,483

１株当たり純資産 (円) 80.14 213.09 178.57 126.81

（2）財産及び損益の状況
① 企業集団の財産及び損益の状況

（注）１. 当社では、第10期より連結計算書類を作成しております。
２. １株当たり当期純損失は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により、１株当たり

純資産は、自己株式を控除した期末発行済株式総数により算出しております。
3. 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当連結会

計年度の期首から適用しており、当連結会計年度に係る各数値については、当該会計基準等
を適用した後の数値となっております。

② 当社の財産及び損益の状況

（注）1. １株当たり当期純損失は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により、１株当たり
純資産は、自己株式を控除した期末発行済株式総数により算出しております。

2. 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当事業年
度の期首から適用しており、当事業年度に係る各数値については、当該会計基準等を適用し
た後の数値となっております。
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会　社　名 資 本 金 当社の議決権比率 主要な事業内容

アンチエイジング
ペプタイド株式会社 ９百万円 100.0％ 化粧品分野等の機能性ペプ

チドの研究開発及び販売

（3）重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社の状況

該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

（注）アンチエイジングペプタイド株式会社は、2022年10月１日付の株式交換により当社の完全子会
社となりました。

（4）対処すべき課題
当社グループは、抗体誘導ペプチドをはじめとする機能性ペプチドの技

術シーズを主に医薬品分野に応用することで社会に貢献することを目指し
ております。このような背景のもと、当社グループは、次の対処すべき課
題に取り組んでまいります。

① 研究開発パイプラインの充実
当社グループの将来収益の源泉は、抗体誘導ペプチドを次々と生み出

す創薬プラットフォーム技術であります。
当社グループは、当社グループの強みである抗体誘導ペプチドを創出

するプラットフォーム技術「STEP UP」に基づき、大阪大学大学院医学
系研究科との連携のもと、新規開発品や研究テーマを拡充して研究開発
パイプラインの強化を図ってまいります。

② 製薬会社等との提携契約の獲得
医薬品の研究開発は期間が長く必要資金も大きいことから、当社グル

ープは、研究開発の早期段階から製薬会社等との提携関係を構築し、そ
の提携収入等により、研究開発遂行上の財務リスクの低減を図っていく
方針であります。

このため、当社グループは、ライセンス契約や共同研究契約等の新規
提携契約を獲得できるように努めてまいります。
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③ 研究開発資金の調達
研究開発を継続的に実施するため、開発品や研究テーマに充当する研

究開発資金が必要となります。
当社グループといたしましては、製薬会社等との提携により研究開発

資金の確保を図る一方で、資本市場からの資金調達を行う方針でありま
す。

④ 人材の獲得
当社グループは、開発品や研究テーマが増えて研究開発パイプライン

が拡充する中で、製造や研究開発に関する外部委託を積極的に活用しな
がら研究開発部門の人材の拡充を図ってまいります。

また、管理部門では、効率的な内部統制を構築し、少人数による運営
体制を構築しておりますが、必要に応じて適切な人材を採用していく方
針であります。

（5）主要な事業内容（2022年12月31日現在）
当社グループは、大阪大学等の研究成果である機能性ペプチドの研究開

発を進め、医薬品として商業化することを主な事業としております。

本 社 大阪府茨木市
東 京 オ フ ィ ス 東京都中央区
千 里 リ サ ー チ セ ン タ ー 大阪府吹田市（大阪大学内）

アンチエイジングペプタイド株式会社 大阪府茨木市

（6）主要な営業所及び工場（2022年12月31日現在）
① 当社

（注）2022年11月に東京オフィスを東京都渋谷区より東京都中央区に移転いたしました。

② 子会社
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使 用 人 数 前連結会計年度末比増減
14 名 －

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数
14 名 １ 名減 45.3 歳 4.2 年

（7）使用人の状況（2022年12月31日現在）
① 企業集団の使用人の状況

（注）１. 使用人数は就業員数であり、派遣社員２名（年間の平均人員）は含んでおりませ
ん。

２. 当連結会計年度より「企業集団の使用人の状況」を記載しているため、前連結会計
年度との比較は行っておりません。

② 当社の使用人の状況

（注）使用人数は就業員数であり、派遣社員２名（年間の平均人員）は含んでおりません。

（8）主要な借入先の状況（2022年12月31日現在）
該当事項はありません。

（9）その他企業集団の現況に関する重要な事項
当社は、東京証券取引所の市場区分の見直しに伴い、2022年４月４日付

で、東京証券取引所の新市場区分であるグロース市場へ移行しておりま
す。
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株 主 名 持 株 数 持株比率

森下　竜一 1,340,000株 6.2％

SBI4&5投資事業有限責任組合 1,190,400 5.5

塩野義製薬株式会社 1,095,200 5.1

三好　稔美 1,025,000 4.7

有限会社アドバンステクノロジー 1,000,000 4.6

株式会社ReBeage 835,000 3.9

New Life Science１号投資事業有限責任組合 793,600 3.7

株式会社SOLA 750,000 3.5

平井　昭光 700,000 3.2

中神　啓徳 650,000 3.0

２．会社の現況
（1）株式の状況（2022年12月31日現在）

① 発行可能株式総数 56,000,000株

② 発行済株式の総数 21,399,900株
（注）１. 2022年10月１日付で当社を完全親会社、アンチエイジングペプタイド株式会社

を完全子会社とする株式交換による普通株式の発行により、発行済株式の総数は
2,385,500株増加しております。

２. 新株予約権の行使により、発行済株式の総数は1,228,300株増加しております。

③ 株主数 7,942名

④ 大株主

（注）持株比率は自己株式（１株）を控除して計算しております。

⑤ 当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の
状況
該当事項はありません。

－ 18 －



第３回新株予約権
ストック・オプション

発行決議日 2015年３月31日

新株予約権の数 66個

新株予約権の目的とな
る株式の種類と数

普通株式 330,000株
（新株予約権１個につき5,000株）

新株予約権の払込金額 新株予約権と引換えに払い込
みは要しない

新株予約権の行使に際
して出資される財産の
価額

新株予約権１個当たり 250,000円
（１株当たり 50円）

権利行使期間 2017年４月16日から
2025年３月31日まで

行使の条件 （注）１

役
員
の
保
有
状
況

取締役
（社外取締役を除く）

新株予約権の数 20個
目的となる株式数 100,000株
保有者数 １名　

社外取締役
新株予約権の数 10個
目的となる株式数 50,000株
保有者数 １名
　

監査役 ―

（2）新株予約権等の状況
① 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価と

して交付された新株予約権の状況
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第４回新株予約権
ストック・オプション 自社株式オプション

発行決議日 2015年９月17日 2015年９月17日

新株予約権の数 110個 ６個

新株予約権の目的とな
る株式の種類と数

普通株式 550,000株
（新株予約権１個につき5,000株）

普通株式 30,000株
（新株予約権１個につき5,000株）

新株予約権の払込金額 新株予約権と引換えに払い込
みは要しない

新株予約権と引換えに払い込
みは要しない

新株予約権の行使に際
して出資される財産の
価額

新株予約権１個当たり 1,000,000円
（１株当たり 200円）

新株予約権１個当たり 1,000,000円
（１株当たり 200円）

権利行使期間 2017年10月１日から
2025年６月15日まで

2015年10月１日から
2025年９月30日まで

行使の条件 （注）１ （注）２

役
員
の
保
有
状
況

取締役
（社外取締役を除く）

新株予約権の数 39個
目的となる株式数 195,000株
保有者数 ２名
（注）３

―

社外取締役
新株予約権の数 ５個
目的となる株式数 25,000株
保有者数 １名
　

―

監査役 ―
新株予約権の数 ３個
目的となる株式数 15,000株
保有者数 １名
　

－ 20 －



第５回新株予約権
ストック・オプション 自社株式オプション

発行決議日 2015年12月18日 2015年12月18日

新株予約権の数 55個 34個

新株予約権の目的とな
る株式の種類と数

普通株式 275,000株
（新株予約権１個につき5,000株）

普通株式 170,000株
（新株予約権１個につき5,000株）

新株予約権の払込金額 新株予約権と引換えに払い込
みは要しない

新株予約権と引換えに払い込
みは要しない

新株予約権の行使に際
して出資される財産の
価額

新株予約権１個当たり 1,000,000円
（１株当たり 200円）

新株予約権１個当たり 1,000,000円
（１株当たり 200円）

権利行使期間 2018年１月１日から
2025年12月17日まで

2016年１月１日から
2025年12月31日まで

行使の条件 （注）１ （注）２

役
員
の
保
有
状
況

取締役
（社外取締役を除く）

新株予約権の数 17個
目的となる株式数 85,000株
保有者数 ３名　

―

社外取締役
新株予約権の数 ３個
目的となる株式数 15,000株
保有者数 １名
　

―

監査役 ―
新株予約権の数 ３個
目的となる株式数 15,000株
保有者数 １名
　

（注）１. 新株予約権の行使の条件は、以下のとおりであります。
（1）新株予約権は、発行時に割当を受けた新株予約権者において、これを行使することがで

きる。
（2）新株予約権者のうち新株予約権発行時において、当社の取締役、監査役または従業員の

地位にあった者は、新株予約権の行使時においても、当社、当社子会社または関係会社
の取締役、監査役または従業員の地位にあることを要する。ただし、任期満了による退
任、定年退職その他正当な理由がある場合として、当社が特に承認した場合は、その限
りではない。

（3）新株予約権者が死亡した場合は、その相続人は新株予約権の相続は認めないものとす
る。

（4）新株予約権の権利行使価額の年間の合計額が1,200万円を超えない。
（5）新株予約権の割当個数の全部または一部を行使することができる。ただし、１個の新株

予約権を更に分割して行使することはできない。
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（6）新株予約権者が以下のうちいずれか一つの条件を満たした場合、新株予約権を行使する
ことができない。
① 禁固以上の刑に処された場合
② 戒告以上の懲戒処分を２回以上受けた場合
③ 書面による事前の同意なく、競業他社の役員、従業員またはコンサルタント等に就い

た場合
④ 所定の書面により新株予約権の全部または一部を放棄する旨を申し出た場合
⑤ 法令または社内諸規則等の違反、または当社に対する背信行為があり、当社が新株予

約権の行使を認めない旨を書面にて通知をした場合
２. 新株予約権の行使の条件は、以下のとおりであります。
（1）新株予約権は、発行時に割当を受けた新株予約権者において、これを行使することがで

きる。
（2）新株予約権者のうち新株予約権発行時において、当社の取締役、監査役または従業員の

地位にあった者は、新株予約権の行使時においても、当社、当社子会社または関係会社
の取締役、監査役または従業員の地位にあることを要する。ただし、任期満了による退
任、定年退職その他正当な理由がある場合として、当社が特に承認した場合は、その限
りではない。

（3）新株予約権者が死亡した場合は、その相続人は新株予約権を相続しないものとする。
（4）新株予約権の割当個数の全部または一部を行使することができる。但し、１個の新株予

約権を更に分割して行使することはできない。
（5）新株予約権者が以下のうちいずれか一つの条件を満たした場合、新株予約権を行使する

ことができない。
① 禁固以上の刑に処された場合
② 戒告以上の懲戒処分を２回以上受けた場合
③ 書面による事前の同意なく、競業他社の役員、従業員またはコンサルタント等に就い

た場合
④ 所定の書面により新株予約権の全部または一部を放棄する旨を申し出た場合
⑤ 法令または社内諸規則等の違反、または当社に対する背信行為があり、当社が新株予

約権の行使を認めない旨を書面にて通知をした場合
３. 第４回新株予約権のうち、取締役（社外取締役を除く）２名に付与している新株予約権

は、取締役就任前に付与されたものであります。
４. 2017年１月13日付で行った１株を5,000株とする株式分割により、「新株予約権の目的

となる株式の数」及び「新株予約権の行使に際して出資される財産の価額」は調整されて
おります。
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新株予約権の総数 43,000個

発行価額 新株予約権１個当たり87円
（総額3,741,000円）

当該発行による潜在株式
数

普通株式　4,300,000株
（新株予約権１個につき100株）

新株予約権の払込期日 2021年12月13日

調達資金の額（新株予約
権の行使に際して出資さ
れる財産の価額）

1,268,841,000円（注）

行使価額及び行使価額の
修正条件

当初行使価額：１株当たり297円
本新株予約権の行使価額は、本新株予約権の各行使
請求の効力発生日の直前取引日の株式会社東京証券
取引所における当社普通株式の普通取引の終値の
92％に相当する金額の１円未満の端数を切り捨てた
金額に修正されます。但し、修正後の金額が下限行
使価額を下回ることとなる場合には、下限行使価額
を修正後の行使価額とします。

新株予約権の行使の条件 各本新株予約権の一部行使はできません。

割当先 第三者割当の方法により、発行した新株予約権の総
数をＳＢＩ証券株式会社に割当てております。

② 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予
約権の状況
該当事項はありません。

③ その他新株予約権等の状況
2021年11月26日開催の取締役会決議に基づき発行した第９回新株予

約権（行使価額修正条項付）

（注）調達資金の額は、本新株予約権の払込金額の総額に本新株予約権の行使に際して出資
される財産の価額を合算した額から、本新株予約権の発行に係る諸費用の概算額を差
し引いた金額です。なお、本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額の合計
額は、当初行使価額で全ての本新株予約権が行使されたと仮定した場合の金額であり
ます。行使価額が修正又は調整された場合には、調達資金の額は増加又は減少する可
能性があります。また、本新株予約権の行使期間内に行使が行われない場合及び当社
が取得した本新株予約権を消却した場合には、調達資金の額は減少します。
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会社における地位 氏　名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 三 好 稔 美

取締役 冨 岡 英 樹 研究開発部長兼CSO

取締役 林 　 毅 俊 管理部長兼CFO

取締役 栄 木 憲 和

エイキコンサルティング合同会社　代表社員
アンジェス株式会社　社外取締役
東和薬品株式会社　社外取締役（監査等委員）
ソレイジア・ファーマ株式会社　社外取締役
キッズウェル・バイオ株式会社　社外取締役

取締役 采 　 孟 あゆみ製薬ホールディングス株式会社　社外取締役

取締役 久 保 田 　 洋 株式会社LeTech　社外取締役

常勤監査役 堀 口 基 次

監査役 南 　 成 人
仰星監査法人　理事
日本公認会計士協会　副会長
株式会社野村総合研究所　社外監査役

監査役 眞 鍋 　 淳 也 南青山M’s法律会計事務所

（3）会社役員の状況
① 取締役及び監査役の状況（2022年12月31日現在）

（注）１. 取締役栄木憲和氏、采孟氏及び久保田洋氏は、社外取締役であります。
２. 常勤監査役堀口基次氏、監査役南成人氏及び眞鍋淳也氏は、社外監査役でありま

す。
３. 監査役南成人氏及び眞鍋淳也氏は、以下のとおり、財務及び会計に関する相当程度

の知見を有しております。
・ 監査役南成人氏は、公認会計士の資格を有しております。
・ 監査役眞鍋淳也氏は、弁護士及び公認会計士の資格を有しております。

４. 当社は、取締役栄木憲和氏、采孟氏、久保田洋氏、常勤監査役堀口基次氏、監査役
南成人氏及び眞鍋淳也氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、
同取引所に届け出ております。

５. 2022年３月29日開催の第９期定時株主総会終結の時をもって、松田修一氏は監査
役を辞任いたしました。
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区　分 報酬額の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる
役員の員数

（名）基本報酬 業績連動
報酬等

非金銭
報酬等

取　締　役
（うち社外取締役）

35,501
(12,000)

35,501
(12,000)

－
(－)

－
(－)

６
(３)

監　査　役
（うち社外監査役）

17,175
(17,175)

17,175
(17,175)

－
(－)

－
(－)

４
(４)

合　　　計
（うち社外役員）

52,676
(29,175)

52,676
(29,175)

－
(－)

－
(－)

10
(７)

② 責任限定契約の内容の概要
当社は、社外取締役及び各監査役との間で、会社法第427条第１項及

び定款の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する
契約を締結しております。

当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、社外取締役及び監査役と
も会社法第425条第１項に定める最低責任限度額としております。

③ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契

約を保険会社との間で締結しております。当該保険契約の被保険者の範
囲は、当社取締役及び監査役となります。保険料は会社が全額負担して
おり、被保険者の実質的な保険料の負担はありません。

当該保険契約では、被保険者がその地位に基づいて行った行為に起因
して、保険期間中に被保険者に対して損害賠償請求がなされた場合に、
被保険者が負担することとなる損害賠償金及び争訟費用等の損害を補填
することとされています。但し、法令違反の行為であることを認識して
行った行為に起因して生じた損害は補填されないなど、一定の免責事由
があります。

④ 取締役及び監査役の報酬等
イ．当事業年度に係る報酬等の総額

（注）１. 上表には、2022年３月29日開催の第９期定時株主総会終結の時をもって辞任し
た監査役１名を含んでおります。

２. 取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりませ
ん。
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ロ．取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
取締役の金銭報酬の額は、2015年３月31日開催の第２期定時株主

総会において、年額200,000千円以内（ただし、使用人分給与は含ま
ない。）と決議いただいております。また別枠で、ストック・オプシ
ョン報酬額として、2015年３月31日開催の定時株主総会において第
３回新株予約権80個分の公正な評価額、2015年６月16日開催の臨時
株主総会において第４回新株予約権10個分の公正な評価額、更に
2015年12月18日開催の臨時株主総会において第５回新株予約権35個
分の公正な評価額を上限とすることと決議いただいております。な
お、当該決議の対象とされていた取締役の員数は、５名（うち社外取
締役２名）です。

監査役の金銭報酬の額は、2015年３月31日開催の第２期定時株主
総会において、年額30,000千円以内と決議いただいております。また
別枠で、ストック・オプション報酬額として、2015年３月31日開催
の定時株主総会において第３回新株予約権７個分の公正な評価額、
2015年６月16日開催の臨時株主総会において第４回新株予約権10個
分の公正な評価額、更に2015年12月18日開催の臨時株主総会におい
て第５回新株予約権７個分の公正な評価額を上限とすることと決議い
ただいております。なお、当該決議の対象とされていた監査役の員数
は、３名（うち社外監査役３名）です。

ハ．役員報酬等の内容の決定に関する方針
当社の取締役の報酬は、株主の利益と連動した企業価値の持続的な

向上を図るインセンティブとして十分に機能すると同時に会社への帰
属意識を担保できる意味で同業他社との比較に於いて競争力のある報
酬体系とし、個々の取締役の報酬決定に際しては各職責を踏まえた適
正な水準とすることを基本方針としております。

役員の報酬等の額の決定にあたっては、株主総会で決定した限度額
の範囲内で、取締役については取締役会において、監査役については
監査役会において、会社及び個々の役員の業績を勘案し決定しており
ます。また、当社の取締役の報酬には、株式の市場価格や会社業績を
示す指標として算定される業績連動報酬や非金銭報酬を採用しており
ません。なお、過去にストック・オプションを発行しておりますが、
現在は原則として固定の基本報酬のみとする方針であります。
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出席状況、発言状況及び社外取締役に
期待される役割に関して行った職務の概要

取締役 栄 木 憲 和

当事業年度に開催された取締役会14回すべてに
出席し、大手の製薬会社を経営した豊富な経験か
ら、取締役会では積極的に意見を述べており、意
思決定の妥当性・適正性を確保するための適切な
役割を果たしております。

⑤ 社外役員に関する事項
イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・ 取締役栄木憲和氏は、エイキコンサルティング合同会社の代表社
員、アンジェス株式会社、ソレイジア・ファーマ株式会社及びキ
ッズウェル・バイオ株式会社の社外取締役、また、東和薬品株式
会社の社外取締役（監査等委員）であります。アンジェス株式会
社は、当社の株主であります。また、当社は2022年３月までアン
ジェス株式会社との間で共同研究契約を締結しており、経費を負
担しておりましたが、その負担額は僅少であります。当社とその
他の兼職先との間には特別の関係はありません。

・ 取締役采孟氏は、あゆみ製薬ホールディングス株式会社の社外取
締役であります。当社と兼職先との間には特別の関係はありませ
ん。

・ 取締役久保田洋氏は、株式会社LeTechの社外取締役であります。
当社と兼職先との間には特別の関係はありません。

・ 2022年３月29日に退任いたしました監査役松田修一氏は、ウエ
ルインベストメント株式会社の取締役会長、また、株式会社コメ
リ及び株式会社ミロク情報サービス株式会社の社外取締役並びに
マークラインズ株式会社の社外監査役でありました。ウエルイン
ベストメント株式会社は、当社の株式を所有する投資事業組合の
業務執行者であります。当社とその他の兼職先との間には特別の
関係はありません。

・ 監査役南成人氏は、仰星監査法人の理事、日本公認会計士協会の
副会長及び株式会社野村総合研究所の社外監査役であります。当
社と兼職先との間には特別の関係はありません。

・ 監査役眞鍋淳也氏は、南青山M’s法律会計事務所の代表でありま
す。当社と兼職先との間には特別の関係はありません。

ロ．当事業年度における主な活動状況
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出席状況、発言状況及び社外取締役に
期待される役割に関して行った職務の概要

取締役 采 孟

2022年３月29日就任以降、当事業年度に開催さ
れた取締役会10回すべてに出席し、大手の製薬
会社を経営した豊富な経験から、取締役会では積
極的に意見を述べており、意思決定の妥当性・適
正性を確保するための適切な役割を果たしており
ます。

取締役 久 保 田 洋

2022年３月29日就任以降、当事業年度に開催さ
れた取締役会10回すべてに出席し、上場企業及
び金融機関で経営した豊富な経験から、取締役会
では積極的に意見を述べており、意思決定の妥当
性・適正性を確保するための適切な役割を果たし
ております。

常勤監査役 堀 口 基 次

当事業年度に開催された取締役会14回すべて、
また、監査役会13回すべてに出席し、複数の製
薬会社や創薬ベンチャーでの経験から、取締役会
において、取締役会の意思決定の妥当性・適正性
を確保するための発言を行っております。また、
監査役会において、適宜必要な発言を行っており
ます。

監査役 松 田 　 修 一

2022年３月29日退任までの当事業年度に開催さ
れた取締役会４回のうち３回、また、監査役会３
回すべてに出席し、学者としての専門的見地及び
多数の社外役員の経験から、取締役会において、
取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保する
ための発言を行っております。また、監査役会に
おいて、適宜必要な発言を行っております。

監査役 南 　 成 人

当事業年度に開催された取締役会14回すべて、
また、監査役会13回すべてに出席し、公認会計
士としての専門的見地から、取締役会において、
取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保する
ための発言を行っております。また、監査役会に
おいて、適宜必要な発言を行っております。

監査役 眞 鍋 淳 也

2022年３月29日就任以降、当事業年度に開催さ
れた取締役会10回すべて、また、監査役会10回
すべてに出席し、弁護士及び公認会計士としての
専門的見地から、取締役会において、取締役会の
意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言
を行っております。また、監査役会において、適
宜必要な発言を行っております。
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報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 23,630千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産
上の利益の合計額 23,630

（4）会計監査人の状況
① 名称　　　　　　EY新日本有限責任監査法人

② 報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引
法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できま
せんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載し
ております。

２. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積
りの算出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計
監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

③ 非監査業務の内容
該当事項はありません。

④ 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要
があると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または
不再任に関する議案の内容を決定いたします。
監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に
該当すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき会計監査人を
解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初
に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の
理由を報告いたします。

⑤ 責任限定契約の内容の概要
該当事項はありません。

⑥ 補償契約の内容の概要等
該当事項はありません。
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３．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
（1）業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体
制その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概
要は以下のとおりであります。

① 取締役及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保
するための体制

ａ. 事業活動における法令、企業倫理、社内規程の遵守を確保するた
め、遵守すべき基本的な事項を「コンプライアンス規程」に定め、
当社の役員及び従業員に周知徹底を図る。

ｂ. コンプライアンス委員会を設置し、法令、定款、社内規程及び行動
規範等、職務の執行に当たり遵守すべき具体的な事項についての浸
透、定着を図り、コンプライアンス違反を未然に防止する体制を構
築する。

ｃ. 定期的に内部監査を実施し、それぞれの職務の執行が法令及び定款
に適合することを確保する。

ｄ. 「内部通報規程」により、公益通報者保護法への対応を図り、通報
窓口の活用を行いコンプライアンスに対する相談機能を強化する。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役会をはじめとする重要な会議の意思決定に係る記録や、各取締

役が「職務権限規程」に基づいて決裁した文書等、取締役の職務の執行
に係る情報を適正に記録し、法令及び「文書管理規程」に基づき、定め
られた期間保存するものとする。

③ 損失の危険（以下「リスク」という。）の管理に関する規程その他の
体制

ａ. 経営に重大な影響を及ぼす様々なリスクに対して、リスクの大小や
発生可能性に応じ、事前に適切な対応策を準備する等により、リス
クを最小限にするべく対応を行う。

ｂ. リスクの防止及び会社損失の最小化を図ることを目的として、「リ
スク管理規程」を定め、同規程に従ったリスク管理体制を構築す
る。不測の事態が発生した場合には、代表取締役社長を長とする対
策本部を設置し、迅速な対応を行い、損害の拡大を防止しこれを最
小限に止める体制を整える。
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④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
ａ. 毎月１回取締役会を開催し、取締役と監査役が出席し重要事項の決

定並びに審議・意見の交換を行い、各取締役は連携して業務執行の
状況を監督する。

ｂ. 環境変化に対応した会社全体の将来ビジョンと目標を定めるため、
中期経営計画及び単年度予算を策定する。経営計画及び年度予算を
達成するため、「組織規程」、「職務分掌規程」、「職務権限規
程」により、取締役、従業員の責任を明確にし、業務の効率化を徹
底する。

⑤ 当社企業グループにおける業務の適正を確保するための体制
ａ. 当社は、子会社の自主性を尊重しつつ、事業の状況に関する定期的

な報告を受けるとともに、重要事項についての事前協議を行う。
ｂ. 当社は、当社の子会社においてもリスク管理規程にしたがったリス

ク管理を徹底し、リスク管理に関する教育・研修を継続的に実施す
る。

c. 当社は、子会社の機関設計および業務執行体制につき、子会社の事
業、規模、当社グループにおける位置付け等を勘案の上、定期的に
見直し、効率的にその業務が執行される体制が構築されるように監
督する。

d. 当社は、当社の子会社においてもコンプライアンス規程の対象に含
めてその遵守を指導する。また、子会社を管理する担当部門を管理
部とし、子会社の業務執行について管理監督を行う。
さらに、内部監査担当部門は、当社グループにおける内部監査を実
施または統括し、子会社の業務全般にわたる内部統制の有効性と妥
当性を確保する。

⑥ 監査役の職務を補助する従業員に関する体制、当該従業員の取締役か
らの独立性に関する事項及び当該従業員に対する指示の実効性の確保
に関する事項

ａ. 監査役から職務を補助すべき従業員を置くことを求められた場合
は、適切な人材を配置するものとし、配置にあたっての具体的な内
容（組織、人数、その他）については相談し、検討する。
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ｂ. 前号の従業員に対する指揮命令権限は、監査役に帰属する。また、
当該従業員の人事異動及び考課については、事前に常勤監査役に報
告を行い、同意を得ることとする。

⑦ 当社及び子会社の取締役及び従業員が監査役に報告をするための体制
及び当該報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱
いを受けないことを確保するための体制

ａ. 監査役は、取締役会等の重要な会議に出席し、取締役及び従業員か
ら重要事項に係る報告を受ける。

ｂ. 監査役は、主要な稟議書その他業務執行に関する重要な文書を閲覧
し、必要に応じて取締役または従業員にその説明を求める。

ｃ. 取締役及び従業員は、監査役に対して、当社に著しい損害を及ぼす
おそれがある事実等を直接報告することができる。

ｄ. 上記ｃの報告をした者に対し当該報告をしたことを理由として不利
な取扱いを行わない。

⑧ 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還の手続き
その他の当該職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る
方針に関する事項
監査役は、職務の執行に必要な費用について請求することができ、当

社は当該請求に基づき必要な支払いを行う。

⑨ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
ａ. 代表取締役社長と監査役は、相互の意思疎通を図るため、定期的な

会合をもつこととする。
ｂ. 監査役は、内部監査担当者と連携し、監査の実効性を確保する。
ｃ. 監査役は、会計監査人との間で適宜意見交換を行う。

⑩ 反社会的勢力を排除するための体制
ａ. 当社は、「反社会的勢力排除規程」に基づき、反社会的勢力との関

係遮断に取組むこととする。
ｂ. 警察当局や暴力団追放運動推進都民センター、顧問弁護士等の外部

専門機関とも十分に連携し、情報の共有化を図り、反社会的勢力を
排除する体制を整備する。
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（2）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであ

ります。

① 取締役会の職務執行
当社の取締役会は、取締役６名（うち社外取締役３名）で構成され、

毎月１回開催されるほか、必要に応じて臨時取締役会を開催しており、
当社の経営方針、年度予算その他重要な事項に関する意思決定と業務執
行の監督を行っております。なお、当事業年度におきましては、取締役
会を14回実施しております。

② 監査役の監査体制
当社の監査役会は、監査役３名（すべて社外監査役）で構成され、毎

月１回開催されるほか、必要に応じて臨時監査役会を開催しており、監
査計画の策定、監査実施状況等、監査役相互の情報共有を図っておりま
す。また、監査役は、取締役会等の重要会議への出席、各部門への往
査、重要書類の閲覧、担当者へのヒアリング等により、経営に対する適
切な監視と効率的な監査を実施しております。なお、当事業年度におき
ましては、監査役会を13回実施しております。

③ 内部監査の実施
内部監査担当者は、業務の効率性や各種規程、職務権限に基づくけん

制機能、コンプライアンス等の観点から、当事業年度において、全部門
を対象とした内部監査を実施しております。また、内部監査担当者、監
査役及び会計監査人は、それぞれの監査を踏まえて情報交換を行う等、
必要に応じて都度情報を共有し、三者間で連携を図ることにより三様監
査の実効性を高めております。

④ コンプライアンス及びリスク管理
当社のリスク管理体制としては、取締役会等の重要会議を通じて、情

報収集やリスクの共有を図ることで、リスクの早期発見と未然防止に努
めております。特にコンプライアンスについては、当事業年度におい
て、コンプライアンス委員会を２回開催しており、取締役及び従業員へ
の啓蒙活動を行っております。また、法令違反その他のコンプライアン
スに関する社内報告体制として、内部通報制度を導入しております。
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４．会社の支配に関する基本方針
当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関す

る基本方針については、特に定めておりません。

５．剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は設立以来配当を実施しておらず、また、今後も多額の先行投資を行

う研究開発活動を計画的に実施していくため、当面は内部留保に努めること
とし、配当は実施せず、研究開発活動の継続に備えた資金の確保を優先する
方針であります。しかしながら、株主への利益還元については重要な経営課
題と認識しており、経営成績及び財政状態を勘案しつつ、利益配当も検討す
る所存であります。
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科 目 金 額 科 目 金 額
資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 2,474,106 流 動 負 債 175,688
現 金 及 び 預 金 2,245,438 未 払 金 59,197
貯 蔵 品 88,421 未 払 費 用 23,787
前 渡 金 95,102 未 払 法 人 税 等 19,390
前 払 費 用 13,090 前 受 金 71,891
そ の 他 32,052 預 り 金 1,421

固 定 資 産 518,588 固 定 負 債 122,420
有 形 固 定 資 産 14,328 繰 延 税 金 負 債 122,420
建 物 附 属 設 備 5,256 負 債 合 計 298,109
工具、器具及び備品 9,071 純 資 産 の 部

無 形 固 定 資 産 497,875 株 主 資 本 2,691,903
の れ ん 125,343 資 本 金 2,474,634
契約関連無形資産 371,711 資 本 剰 余 金 2,917,337
そ の 他 820 利 益 剰 余 金 △2,700,067

投資その他の資産 6,384 自 己 株 式 △0
長 期 前 払 費 用 346 新 株 予 約 権 2,682
差 入 保 証 金 6,037 純 資 産 合 計 2,694,585
資 産 合 計 2,992,694 負債純資産合計 2,992,694

連 結 貸 借 対 照 表
（2022年12月31日現在）

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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(2022年 1 月 1 日から
2022年12月31日まで)

科 目 金 額
事 業 収 益 1,067
事 業 費 用

研 究 開 発 費 912,355
その他の販売費及び一般管理費 257,781 1,170,136

営 業 損 失 （△） △1,169,069
営 業 外 収 益

受 取 利 息 29
補 助 金 収 入 254
受 取 手 数 料 108
そ の 他 38 430

営 業 外 費 用
株 式 交 付 費 2,232
為 替 差 損 4,088
そ の 他 269 6,590

経 常 損 失 （△） △1,175,229
税金等調整前当期純損失 （△） △1,175,229

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 3,271
法 人 税 等 調 整 額 △5,985 △2,713

当 期 純 損 失 （△） △1,172,515
親会社株主に帰属する当期純損失 （△） △1,172,515

連 結 損 益 計 算 書

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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(2022年 1 月 1 日から
2022年12月31日まで)

株 主 資 本
資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当連結会計年度期首残高 2,350,451 2,349,451 △1,527,552 ― 3,172,349

当連結会計年度変動額
新 株 の 発 行
（新株予約権の行使） 124,183 124,183 248,366

株 式 交 換 による増 加 443,703 443,703
親会社株主に帰属する
当 期 純 損 失（△） △1,172,515 △1,172,515

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0
株主資本以外の項目の
当連結会計年度変動額（純額）
当連結会計年度変動額合計 124,183 567,886 △1,172,515 △0 △480,446

当連結会計年度末残高 2,474,634 2,917,337 △2,700,067 △0 2,691,903

新株予約権 純資産合計

当連結会計年度期首残高 3,689 3,176,039

当連結会計年度変動額
新 株 の 発 行
（新株予約権の行使） 248,366

株 式 交 換 による増 加 443,703
親会社株主に帰属する
当 期 純 損 失（△） △1,172,515

自 己 株 式 の 取 得 △0
株主資本以外の項目の
当連結会計年度変動額（純額） △1,007 △1,007

当連結会計年度変動額合計 △1,007 △481,454

当連結会計年度末残高 2,682 2,694,585

連結株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
（1）連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況
・連結子会社の数 １社
・主要な連結子会社の名称 アンチエイジングペプタイド株式会社

（2）連結の範囲の変更に関する注記
当連結会計年度からアンチエイジングペプタイド株式会社を連結の範囲に含めてお

ります。これは、2022年10月１日付で株式交換により同社の全株式を取得し、完全
子会社としたことから、連結の範囲に含めることとしたものであります。

（3）連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、連結会計年度の末日と一致しております。

（4）会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

棚卸資産
・貯蔵品 最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額

は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に
より算定）によっております。

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。ただし、2016年４
月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物
については、定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりでありま
す。
建物附属設備 15年
工具、器具及び備品 ５年～10年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）
定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりでありま
す。
ソフトウエア（自社利用） ５年
契約関連無形資産 13年
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③ 収益及び費用の計上基準
当社グループは、医薬品等の研究開発を行っており、ライセンス契約等に基づく

契約一時金、開発マイルストーン、研究開発協力金、ロイヤリティー、販売マイル
ストーン及び製品供給収入を得ております。

ライセンス契約等における契約一時金、開発マイルストーン、販売マイルストー
ンは、履行義務が一時点で充足される場合には、開発権・販売権等を付与した時
点、又は、契約上定められたマイルストーンが達成された時点で売上収益として認
識しております。履行義務が一定期間にわたり充足される場合には、当該対価を契
約負債として計上し、個々の契約ごとに決定した履行義務の充足に関する進捗度の
測定方法に従い、予想される契約期間等の一定期間にわたり売上収益として認識す
ることとしております。

研究開発協力金は、履行義務が一時点で充足される場合はその時点で収益を認識
しております。

知的財産のライセンス供与に対して受け取る対価が売上高又は使用量に基づくロ
イヤリティーは、顧客の売上収益等の発生と履行義務の充足のいずれか遅い時点
で、売上収益として認識しております。

製品供給収入は、製品の出荷時点で履行義務が充足すると判断し、当該時点で収
益を認識しております。

これらの履行義務に対する対価は、履行義務充足後、別途定める支払条件により
概ね１年以内に受領しており、重大な金融要素は含んでおりません。

④ その他連結計算書類の作成のための重要な事項
イ．のれんの償却方法及び償却期間

13年間で均等償却することとしております。
ロ．繰延資産の処理方法

・株式交付費 株式交付費は、支出時に全額費用処理しております。
ハ．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差
額は損益として処理しております。
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２．会計方針の変更に関する注記
（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収
益認識会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサ
ービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込ま
れる金額で収益を認識することとしております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める
経過的な取扱いに従っておりますが、利益剰余金の当期首残高へ与える影響はありませ
ん。また、当連結会計年度の損益に与える影響もありません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下

「時価算定会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計
基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４
日）第44-２項に定める経過的な取り扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな
会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、連結計算書類に与え
る影響はありません。

３．会計上の見積りに関する注記
（のれん及び契約関連無形資産の評価）

（1）連結計算書類に計上した金額
のれん 125,343千円
契約関連無形資産 371,711千円

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当社は、2022年10月１日付で株式交換を実施し、当社に対して抗体誘導ペプチド

に関する知的財産権を許諾しているアンチエイジングペプタイド株式会社を完全子会
社化いたしました。取得原価の配分にあたり、無形資産（契約関連無形資産）を時価
にて計上し、また、取得原価と取得原価の配分額との差額はのれんとして計上してお
り、その効果の及ぶ期間に亘って規則的に償却しております。

当社グループは、当該のれん及び無形資産に対し、「固定資産の減損に係る会計基
準」（企業会計審議会　2002年８月９日）、「固定資産の減損に係る会計基準の適
用指針」（企業会計基準適用指針第６号　2022年７月１日）を適用しております。

減損損失の認識及び測定に用いる将来キャッシュ・フローは、当連結会計年度末以
降におけるアンチエイジングペプタイド株式会社の事業計画を基礎として見積ってお
り、当該事業計画における重要な仮定は、事業収支予測、ロイヤリティー料率及び割
引率等であります。

事業計画及びその前提となるこれらの仮定については、経営者の最善の見積りによ
って決定しておりますが、将来の研究開発の進捗等によって影響を受ける可能性があ
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り、仮定の見直しが必要となった場合には、翌連結会計年度以降の連結計算書類にお
いて、減損損失が発生する可能性があります。

なお、新型コロナウイルス感染症の再拡大により当社グループの事業活動へ直接
的・間接的な影響が想定されますが、従来の状況から鑑みて、今後の業績への影響は
限定的なものであると仮定して、当連結会計年度の連結財務諸表ののれん及び契約関
連無形資産の評価等の会計上の見積りを行っております。

また、現在入手可能な情報に基づいて会計上の見積り・判断を行っておりますが、
新型コロナウイルス感染症の感染拡大の状況については不確定要素が多いため、その
状況によっては今後の当社グループの財政状態、経営成績に影響を及ぼす可能性があ
ります。

４．連結貸借対照表に関する注記
有形固定資産の減価償却累計額 9,042千円

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 21,399,900株

（2）剰余金の配当に関する事項
該当事項はありません。

（3）当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していない
ものを除く。）の目的となる株式の種類及び数

普通株式 4,665,400株

６．金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項

当社グループは、設備投資及び短期的な運転資金を自己資金で賄っております。一
時的な余裕資金については、安全性の高い短期的な預金等の運用に限定し、投機的な
取引は行わない方針であります。

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりますが、販売管理規程
に従ってリスク低減を図っております。

営業債務である未払金は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日であります。
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連結貸借対照表計上額 時　 価 差　　　額
差入保証金 6,037千円 5,185千円 △851千円

時価（千円）
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

差入保証金 －千円 5,185千円 －千円 5,185千円

（2）金融商品の時価等に関する事項
2022年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は次のとおりであります。なお、現金及び預金、未払金、未払法人税等は短期間で決
済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

（3）金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じ

て、以下の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場にお

いて形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関す
る相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のイン
プット以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時
価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それら
のインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低
いレベルに時価を分類しております。

① 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
該当事項はありません。

② 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
差入保証金

時価については、将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に基づく利率で割り引
いた現在価値で評価しており、その時価をレベル２の時価に分類しております。

７．賃貸等不動産に関する注記
賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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当連結会計年度
契 約 一 時 金 －千円
開 発 マ イ ル ス ト ー ン －
研 究 開 発 協 力 金 －
ロ イ ヤ リ テ ィ ー －
販 売 マ イ ル ス ト ー ン －
製 品 供 給 収 入 1,067
顧客との契約から生じる収益 1,067
そ の 他 の 収 益 －
外 部 顧 客 へ の 売 上 高 1,067

８．収益認識に関する注記
（1）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

主要な財又はサービス別に分解した収益の情報は以下のとおりであります。

（2）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は、「１．連結計算書類の作成のための基本

となる重要な事項に関する注記等　（4）会計方針に関する事項　③ 収益及び費用の
計上基準」に記載のとおりであります。

（3）当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
① 契約資産及び契約負債の残高等

契約資産及び契約負債の当連結会計年度の期首残高及び期末残高はありません。

② 残存履行義務に配分した取引価格
該当事項はありません。

９．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たりの純資産額 125円79銭

（2）１株当たりの当期純損失（△） △61円04銭
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10．企業結合に関する注記
（取得による企業結合）

（1）企業結合の概要
① 被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称 アンチエイジングペプタイド株式会社
事業の内容 化粧品及び医薬品分野の機能性ショートペプチドの研究

開発、原材料の販売等
② 企業結合を行った主な理由

当社は、大阪大学大学院医学系研究科中神啓徳寄附講座教授の研究成果である機
能性ペプチドの実用化を目指した研究開発を進めております。新規血管新生因子の
探索研究から創生された機能性ペプチドAG30（angiogenic peptide 30）を起源
とし、多様な機能に着目してそれぞれの機能に特化した機能性ペプチドを創生して
医薬品及び化粧品等の分野で事業化を図っております。

一方、アンチエイジングペプタイド株式会社は、科学技術振興機構（JST）の研
究成果展開事業大学発新産業創出プログラム（START）に基づき、中神啓徳寄附講
座教授の研究成果である機能性ペプチドAJP001及び機能性ショートペプチド群の
実用化を図るために2016年４月に設立された大学発ベンチャーです。アンチエイ
ジングペプタイド株式会社は主に化粧品分野で事業展開しており、アンチエイジン
グ機能をもつ機能性ショートペプチドOSK9は、大手化粧品会社の化粧品に美容成
分として配合されております。

本株式交換による完全子会社化により、①医薬品分野においては抗体誘導ペプチ
ドプロジェクトのコア技術であるAJP001の知的財産基盤を統合強化し、②化粧品
分野においてはこれまで注力してきた機能性ペプチド キュアペプチンに加えてアン
チエイジング機能をもつOSK9等のショートペプチド群を取得して事業強化を図る
ことで、大阪大学大学院医学系研究科の機能性ペプチドの研究成果に基づき展開す
る機能性ペプチド事業をより一層強化できるものと判断いたしました。

③ 企業結合日
2022年10月１日

④ 企業結合の法的形式
株式交換

⑤ 結合後企業の名称
名称に変更はありません。

⑥ 取得した議決権比率
100％

⑦ 取得企業を決定するに至った主な根拠
当社が株式交換によりアンチエイジングペプタイド株式会社の株式を100％取得

したことによるものであります。
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取得の対価　当社の普通株式 443,703千円
取得原価 443,703千円

（2）連結計算書類に含まれている被取得企業の業績の期間
2022年10月１日から2022年12月31日

（3）被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

（4）株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付した株式数
① 株式の種類別の交換比率

アンチエイジングペプタイド株式会社の普通株式１株：当社の普通株式6,500株
② 株式交換比率の算定方法

当社は、株式交換比率の算定にあたり、その公平性・妥当性を確保するため、両
社から独立した第三者算定機関である株式会社赤坂国際会計に株式価値評価を依頼
しました。

当社は、アンチエイジングペプタイド株式会社のデューデリジェンスや第三者機
関による株式価値評価の結果を受けて、同社の財務状況や資産状況、将来の見通し
等の要因を総合的に勘案した上で、アンチエイジングペプタイド株式会社と協議を
重ねてまいりました。その結果、当該株式交換比率は妥当であり、株主の利益を損
ねるものではないとの判断に至ったため、両社の取締役会の決議に基づき、株式交
換契約を締結しました。

③ 交付した株式数
2,385,500株

（5）主要な取得関連費用の内訳及び金額
アドバイザリーに対する報酬・手数料等 5,738千円

（6）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
① 発生したのれんの金額

127,801千円
② 発生原因

取得原価が企業結合時の時価純資産額を上回ったことによるものであります。
③ 償却方法及び償却期間

13年にわたる均等償却
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流動資産 65,468千円
固定資産 379,000千円
資産合計 444,468千円
流動負債 161千円
固定負債 128,405千円
負債合計 128,566千円

（7）企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

（8）のれん以外の無形固定資産に配分された金額、償却方法及び償却期間
① 無形固定資産の内訳、配分された金額

契約関連無形資産 379,000千円
② 償却方法及び償却期間

13年にわたる均等償却

11．重要な後発事象に関する注記
（新株予約権の行使による増資）

当連結会計年度終了後、2023年２月20日までの間に、新株予約権の行使に伴う増資
がありました。その概要は、以下のとおりであります。

（1）新株予約権の名称 第９回新株予約権
（2）発行した株式の種類及び株式数 普通株式　1,248,400株
（3）増加した資本金 125,827千円
（4）増加した資本剰余金 125,827千円
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科 目 金 額 科 目 金 額
資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 2,421,437 流 動 負 債 175,461
現 金 及 び 預 金 2,180,439 未 払 金 59,197
貯 蔵 品 88,421 未 払 費 用 23,787
前 渡 金 95,102 未 払 法 人 税 等 19,186
前 払 費 用 13,090 前 受 金 71,891
そ の 他 44,383 預 り 金 1,398

固 定 資 産 470,507 負 債 合 計 175,461
有 形 固 定 資 産 14,328 純 資 産 の 部
建 物 附 属 設 備 5,256 株 主 資 本 2,713,801
工具、器具及び備品 9,071 資 本 金 2,474,634

無 形 固 定 資 産 352 資 本 剰 余 金 2,917,337
ソ フ ト ウ エ ア 352 資 本 準 備 金 2,917,337

投資その他の資産 455,826 利 益 剰 余 金 △2,678,169
関 係 会 社 株 式 449,441 その他利益剰余金 △2,678,169
長 期 前 払 費 用 346 繰越利益剰余金 △2,678,169
差 入 保 証 金 6,037 自 己 株 式 △０

新 株 予 約 権 2,682
純 資 産 合 計 2,716,483

資 産 合 計 2,891,945 負債純資産合計 2,891,945

貸　借　対　照　表
（2022年12月31日現在）

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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(2022年 1 月 1 日から
2022年12月31日まで)

科 目 金 額
事 業 収 益 1,067
事 業 費 用

研 究 開 発 費 912,355
その他の販売費及び一般管理費 240,852 1,153,208

営 業 損 失（△） △1,152,140
営 業 外 収 益

受 取 利 息 29
業 務 受 託 料 300
補 助 金 収 入 254
受 取 手 数 料 108
そ の 他 38 730

営 業 外 費 用
株 式 交 付 費 2,232
為 替 差 損 4,088
そ の 他 269 6,590

経 常 損 失（△） △1,158,000
特 別 利 益

事 業 譲 渡 益 10,603 10,603
税引前当期純損失（△） △1,147,397

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 3,220
当 期 純 損 失（△） △1,150,617

損　益　計　算　書

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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(2022年 1 月 1 日から
2022年12月31日まで)

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利益剰余金

自 己 株 式 株 主 資 本
合 計資本準備金

その他利益
剰 余 金
繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 2,350,451 2,349,451 △1,527,552 ― 3,172,349

当 期 変 動 額
新 株 の 発 行
（新株予約権の行使） 124,183 124,183 248,366

株 式 交 換 に よ る 増 加 443,703 443,703

当 期 純 損 失（△） △1,150,617 △1,150,617

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0
株 主 資 本 以 外 の 項 目
の当期変動額（純額）
当 期 変 動 額 合 計 124,183 567,886 △1,150,617 △0 △458,548

当 期 末 残 高 2,474,634 2,917,337 △2,678,169 △0 2,713,801

新株予約権 純資産合計

当 期 首 残 高 3,689 3,176,039

当 期 変 動 額
新 株 の 発 行
（新株予約権の行使） 248,366

株 式 交 換 に よ る 増 加 443,703

当 期 純 損 失 （ △ ） △1,150,617

自 己 株 式 の 取 得 △0
株 主 資 本 以 外 の 項 目
の当期変動額（純額） △1,007 △1,007

当 期 変 動 額 合 計 △1,007 △459,555

当 期 末 残 高 2,682 2,716,483

株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法
・関係会社株式 移動平均法による原価法により評価しておりま

す。

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法
・貯蔵品 最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額

は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ
り算定）によっております。

（2）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。ただし、2016年４月
１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につ
いては、定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物附属設備　　　　　15年
工具、器具及び備品　　５年～10年

② 無形固定資産（リース資産を除く）
・自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額

法によっております。
・その他の無形固定資産 定額法によっております。

（3）収益及び費用の計上基準
当社は、医薬品等の研究開発を行っており、ライセンス契約等に基づく契約一時

金、開発マイルストーン、研究開発協力金、ロイヤリティー、販売マイルストーン及
び製品供給収入を得ております。

ライセンス契約等における契約一時金、開発マイルストーン、販売マイルストーン
は、履行義務が一時点で充足される場合には、開発権・販売権等を付与した時点、又
は、契約上定められたマイルストーンが達成された時点で売上収益として認識してお
ります。履行義務が一定期間にわたり充足される場合には、当該対価を契約負債とし
て計上し、個々の契約ごとに決定した履行義務の充足に関する進捗度の測定方法に従
い、予想される契約期間等の一定期間にわたり売上収益として認識することとしてお
ります。

研究開発協力金は、履行義務が一時点で充足される場合はその時点で収益を認識し
ております。

知的財産のライセンス供与に対して受け取る対価が売上高又は使用量に基づくロイ
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ヤリティーは、顧客の売上収益等の発生と履行義務の充足のいずれか遅い時点で、売
上収益として認識しております。

製品供給収入は、製品の出荷時点で履行義務が充足すると判断し、当該時点で収益
を認識しております。

これらの履行義務に対する対価は、履行義務充足後、別途定める支払条件により概
ね１年以内に受領しており、重大な金融要素は含んでおりません。

（4）その他計算書類の作成のための基本となる事項
① 繰延資産の処理方法

・株式交付費 株式交付費は、支出時に全額費用処理しておりま
す。

② 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。

２．会計方針の変更に関する注記
（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収
益認識会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービ
スの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる
金額で収益を認識することとしております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める
経過的な取扱いに従っておりますが、利益剰余金の当期首残高へ与える影響はありませ
ん。また、当事業年度の損益に与える影響もありません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下

「時価算定会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準
第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）
第44-２項に定める経過的な取り扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計
方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、計算書類に与える影響は
ありません。

３．表示方法の変更に関する注記
（損益計算書）

前事業年度まで営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「受取手数料」
は、金額的重要性が増したため、当事業年度より区分掲記しました。

なお、前事業年度の「受取手数料」は49千円であります。
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４．会計上の見積りに関する注記
（関係会社株式の評価）

（1）当事業年度の計算書類に計上した金額
関係会社株式 449,441千円

（2）識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する情報
当社は、2022年10月１日付で株式交換を実施し、アンチエイジングペプタイド株

式会社を子会社化しており、当該取得原価には超過収益力が反映されております。当
該超過収益力は、事業計画の進捗状況によって影響を受ける可能性があり、事業計画
に含まれる重要な仮定は、事業収支予測、ロイヤリティー料率及び割引率等でありま
す。

事業計画及びその前提となるこれらの仮定については、経営者の最善の見積りによ
って決定しておりますが、将来の研究開発の進捗等により仮定の見直しが必要とな
り、超過収益力が低下したと認められた場合には、翌事業年度以降の計算書類におい
て、関係会社株式の金額に重要な影響を与える可能性があります。

なお、新型コロナウイルス感染症の再拡大により当社の事業活動へ直接的・間接的
な影響が想定されますが、従来の状況から鑑みて、今後の業績への影響は限定的なも
のであると仮定して、当事業年度の財務諸表の関係会社株式の評価に関する会計上の
見積りを行っております。

また、現在入手可能な情報に基づいて会計上の見積り・判断を行っておりますが、
新型コロナウイルス感染症の感染拡大の状況については不確定要素が多いため、その
状況によっては今後の当社の財政状態、経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

５．貸借対照表に関する注記
（1）有形固定資産の減価償却累計額 9,042千円

（2）関係会社に対する債権債務
金銭債権 12,331千円

６．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

営業取引以外の取引 11,381千円

７．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の種類及び数

普通株式 １株
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種類 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係 取引内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

子会社
アンチエイジ
ングペプタイ
ド株式会社

所有
　直接100％ 業務受託

管理業務
受託
（注）２

300 未収入金 110

事業譲渡
（注）３ 11,081 未収入金 12,189

８．税効果会計に関する注記
繰延税金資産の発生の主な原因は、税務上の繰越欠損金、知的財産権の償却に係る損

金算入限度超過額等でありますが、その全額について評価性引当額を計上しておりま
す。

９．関連当事者との取引に関する注記

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。期末残高には消費税等

が含まれております。
２．管理業務受託に係る取引金額は、取引規模を総合的に勘案し、交渉の上決定しておりま

す。
３．事業譲渡につきましては、当社の化粧品事業等をアンチエイジングペプタイド株式会社

に譲渡したものであります。取引金額は当社の算定した対価に基づき、交渉の上決定し
ております。

10．収益認識に関する注記
連結注記表「８．収益認識に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を

省略しております。

11．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 126.81円

（2）１株当たり当期純損失（△） △59.90円

12．企業結合に関する注記
連結注記表「10．企業結合に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を

省略しております。
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13．重要な後発事象に関する注記
（新株予約権の行使による増資）

当事業年度終了後、2023年２月20日までの間に、新株予約権の行使に伴う増資があ
りました。その概要は、以下のとおりであります。

（1）新株予約権の名称 第９回新株予約権
（2）発行した株式の種類及び株式数 普通株式　1,248,400株
（3）増加した資本金 125,827千円
（4）増加した資本準備金 125,827千円
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指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 飯 塚 正 貴
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 北 池 晃一郎

独立監査人の監査報告書
2023年２月21日

株式会社ファンペップ
取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人
東京事務所

　監査意見
当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、株式会社ファンペップの2022年１月１

日から2022年12月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損
益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠して、株式会社ファンペップ及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期
間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。
監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載され
ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独
立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を
作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセス
の整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監

査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい
て、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違が
あるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆
候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に

は、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算
書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結
計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが
含まれる。

連結計算書類に係る会計監査報告

－ 55 －



連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成するこ
とが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基
づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監
視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬に
よる重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場か
ら連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能
性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込
まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに
対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、
意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関
連する内部統制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の
見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手
した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重
要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認めら
れる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確
実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見
を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づ
いているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内
容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ
適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して
責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で
識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているそ
の他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定

を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を
除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載す
べき利害関係はない。

以　上
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指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 飯 塚 正 貴
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 北 池 晃一郎

独立監査人の監査報告書
2023年２月21日

株式会社ファンペップ
取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人
東京事務所

　監査意見
当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ファンペップの2022年
１月１日から2022年12月31日までの第10期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）
について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表
示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。
監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されて
いる。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、ま
た、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十
分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を
作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセス
の整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査
法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい
て、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があ
るかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候
があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に

は、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類
等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書
類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま
れる。

会計監査報告
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計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが
適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づい
て継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監
視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬によ
る重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から
計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性が
あり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる
場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに
対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、
意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監
査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連
する内部統制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の
見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手し
た監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要
な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められ
る場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性
に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明す
ることが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいている
が、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、
並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で
識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているそ
の他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定

を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を
除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。
以　上
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監 査 報 告 書

当監査役会は、2022年１月１日から2022年12月31日までの第10期事業年度の取締役の
職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、監査役全員の一致
した意見として、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、当期の監査方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結

果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況につい
て報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、当期の監査方針、監査計画
等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び
監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況に
ついて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、業務及び財
産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役と意思疎通及
び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保
するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保す
るために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整
備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制シ
ステム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に
報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検
証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ
て説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保
するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管
理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受
け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借
対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連
結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記
表）について検討いたしました。

監査役会の監査報告
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常 勤 監 査 役（社外監査役） 堀 口 　 基 次 ㊞
監 査 役（社外監査役） 南 　 　 成 人 ㊞
監 査 役（社外監査役） 眞 鍋 　 淳 也 ㊞

２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示してい
るものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実
は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該
内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指
摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。
（3）連結計算書類の監査結果

会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま
す。

2023年２月22日

株式会社ファンペップ　監査役会

以　上
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株主総会参考書類

議　案　　資本準備金の額の減少及び剰余金の処分の件
当社は、当事業年度末において、繰越利益剰余金の欠損額2,678,169,703円

を計上しております。つきましては、現在生じている繰越利益剰余金の欠損を補
填し、財務体質の健全化を図ることを目的として、会社法第448条第１項の規定
に基づき、資本準備金の額を減少し、その他資本剰余金に振り替えるとともに、
会社法第452条の規定に基づき、その他資本剰余金を繰越利益剰余金へ振り替え
を行うものであります。
なお、本議案は、発行済株式総数を変更することなく、資本準備金の額のみを
減少いたしますので、株主の皆様のご所有株式数に影響を与えるものではござい
ません。また、貸借対照表「純資産の部」における勘定科目間の振替処理であ
り、純資産額にも変更はございません。

１．資本準備金の減少に関する事項
（1）減少する準備金の項目とその金額

資本準備金 2,678,169,703円
（2）増加する剰余金の項目とその額

その他資本剰余金 2,678,169,703円

２．剰余金の処分に関する事項
（1）減少する剰余金の項目とその額

その他資本剰余金 2,678,169,703円
（2）増加する剰余金の項目とその額

繰越利益剰余金 2,678,169,703円

３．資本準備金の額の減少及び剰余金の処分の効力が生ずる日
2023年５月15日
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会場：大阪府豊中市新千里東町１－４－２
千里ライフサイエンスセンター
５階　サイエンスホール

交通 地下鉄御堂筋線（北大阪急行電鉄）「千里中央」駅下車 北出口すぐ
大阪モノレール「千里中央」駅下車 徒歩約５分

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図
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